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会計 におけ る 「持分 」の観念 について

木 村 重 義

1

Lこ のごろ会計学の文献において 「持分」 とい う語が しば しばあ らわれ る。

それが どのよ うな意味においてもちい られてい るかについて一概に言えず,

特定の論者においては ともか く,文 献一般においては多義の語であるように

お もわれ る。本稿は,こ の 「持分」について,広 くかつ詳 しく論ず ることは

さしおいて,こ の語を用いるとす るな らぽ,有 意的であろ うとおもわれるば

あいを,私 見において,指 摘す ることを意図す るものである。また,そ のよ

うな論述を通 じて,財 務会計の本質をあき らかにす る試みの一端 としようと

す るのである。

まず当然に注意され ることは,貸 借対照表が表示す るところ,あ るいは,.

会 計記録そのものの基本的な対象をとらえたところとして,,

asse七s-equitiesあ るいは 資産 一持分

とい う関係が述べ られているばあいが しばしば見 られ ることである。このば

あい,資 産 とい うのは,貨 幣 ・物財および債権 とその他,前 払費用や繰延資

産をふ くむ,要 す るに貸借対照表,資 産の部 に お け る諸 項 目をい うとみ ら

れ,持 分は,貸 借対照表における,勘 定形式のものについていえぽ,貸 方諸

項 目を指す とみ られるはずである。そ こでは 「持分」はひろい意味の概念で

あ る。

資産の総計は持分の総計にひとしい と言 うぽあい,た とえぽ,負 債および

資本はそれぞれ持分の第一次分類項 目であるとい うことがふ くまれ る。そ し

て,負 債 と資本 とはいずれ も持分であるとい うこ とに おい て共 通であるこ
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と,し か し,そ れぞれ ちが った種類の持分であることを,当 然,意 味 してい

るはずであ る。そ うす ると 「持分」 とはなにであ るか,負 債 と資本 とに共通

な ものはなにであるかが,あ きらかにされなければな らないことになる。

f持 分」あるいは"equity"は,ま た,し ば しば 「請 求 権」 あ るい は

""
claim"と 言いかえ られ ることがみ られる。それで,負 債 と資本 とは,企 業

に対す る外部者のなん らかの請求権を,そ れぞれ,あ らわしているとい う見

方 が,こ のぽあい問題にな るのである。負債が企業における債権者の債権 と

～・う請求権をあ らわす ことは疑問の余地がないので,問 題は,事 実上は,資

本が企業においてだれか外部者の請求権を意味す るか とい うことに存す ると

か んがえ られ る。

個人企業のぼあいを例に とると,資 本は,し ば しぽ 「所有者勘定」を意味

す ると言われてきた。その関係では,「 債権者勘定」を意味す る一 それが

まさに 「貸方」の意味でもある 負債 とよ く対応す るが,そ れに しても,

「所有者勘定」は企業における外部者の持分あるいは請求権を意味す るとみ

られるであろ うか。内部者 もなにかの意味で持分あるいは請求権をもち うる

か。内部者 と外部者 との区別がこの関係で必要であるかなどの問題が解決さ

れなければな らず,そ うす るとまず,会 計は,だ れの立場 で お こなわ れ る

か,ま た,そ もそ も,ど のような 目的でなにを記録す るものであるかとい う

問いが,前 提 として,答 え られていなければな らないであろ う。

皿

会計は計 数的記録の一つのぼあいであ るが,特 定 の 対 象に つ い て貨 幣 額 を

もち い てす る計算 ・記 録であ ることは,い わ ゆ る貨 幣 コ ンヴ ェソシ ョ ソとし

てみ とめ られてい る ところであ る。その対象はなにであ るか につ いて,や や

狭 く表 現 す る と,会 計 は,財 産 を そ の構 成 部 分 に お いて 記 録す るものであ る

と言 うべ きで あ る。財産(Verm6gen,property)の 構 成 部 分 は,積 極 的す

な わ ち プ ラスの 要 素 と して資産(aktiveVrm6gensteile,Aktiven,assets)
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.と消極 的す なわ ち マイ ナス の 要 素 と して 負 債(passiveVerm6gensteile,

Passiven,1iabilities)と か らな り,そ の差 引総 額 は 純 財 産(Reinverm6gen,

networth)で あ る。 この よ うに述 べ るこ とは,負 債 と資本 との異 な る点 を

と りだ した ことに な るが,も し一 面 に両 者 の共 通 点 が あ る として,差 異 点 と

共 通 点 とが あ るこ とは す こ しもさ しつか えない。

純 財産の大 きさは,資 産 と負債 との 大 き さか ら受 動 的に きまる。それが,

収 益 ・費 用 あ るい は利 益 ・損失 に よって増減す るばあいだけで な く,増 資や

減 資に よって増 減 す るば あ い も,そ れ は 資 産 と負債 との増 減 に よ って認識 ・

計 測 され るのであ る。会計 の対象が資産 と負債 とで ある とい うば あい,も ち

ろ ん,そ れ は 増 減 変化 しつ つ あ る とこ ろの資産 と負債 とであ り,資 産 ・負 債

の 増 減 の或 るば あ い に 収益や費用が捕捉 され るこ とを ふ くめ て 言 うの で あ

る。つ ま り,会 計 の 対象 が 資産 お よび 負債 で あ るとい うばあい,そ の総 計 で

あ る資本 も,そ の対 象 で あ る こ とは もち ろん で 複式簿記を前 提 として,

そ の ほ か は あ りえ な い さ らに また,損 益 計 算 が お こな われ る こ と も,必

然 的 で あ る。 資産 お よび 負債 の増 減の うちに利益 ・損失は必然的に 生 じて い

るか らで ある。

会計,こ とに 財務 会 計 の 目的は年 度 利 益の算定に あ る。また,そ の年 度 利

益 は,企 業 が一・会 計 期 間 中 に 獲得 した分配可能利益 を意味す るとい うこ とは

強 調され なけれ ぽな らない。 この よ うな会計 の 目的は,会 計 に つ い て の 計

算 ・記 録 を お こな うひ との 目的意識に関 係があ るこ とは当然で あるが,仮 り

に 計 算 ・記 録 者 の意 識 が そ こに存 しないぼあいで も,お こな わ れ て い る財 務

会 計 の計 算 ・記録の性格 を観 察す る と,そ れ は 損 益計 算 で あ り,し か も,分

配可 能 利益 の 算 定 で あ る。計 算 の手続 き ・機構 ・機能か ら,そ の よ うな意味

の 計 算 で あ る と認 識せ ざ るをえないのであ る。

損益計算の簿記的機構をみ る と,利 益 が 資本 の増 大 分 と して と りあつかわ

れ てい ることは事実であ る。た とえば,原 価50千 円 の商 品 を60千 円 の代 金 で

掛 売 りした ば あ い,
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(借方)売 上原価50千 円(貸 方)商 品50千 円

(借方)売 掛▲金60千 円(貸 方)売 上60千 円

と仕訳す るのであるが,そ の 「売上原価」および 「売上」の両勘定は,そ れ

ぞれ費用および収益の勘定であって,そ れ らは 動 態 資本 を 記 録す るもので

ある。この両勘定の差額計数を記録す る 「売上利益勘定」あるいは損益計算

書の項 目 「売上利益」の意味す るものも動態資本であ り,営 業費,営 業外収

益 ・営業外費用 もまた同様である。

年度の純結果である純利益の計数は,一 面,動 態資本の大きさを しめす と

ともに,他 面,静 態資本への附加分として,一 つの静態計数で もある。これ

は,個 人企業のばあいには,静 態資本のいわば親勘定である 「資本金勘定」

あるいは 「営業主勘定」へ併 合 され る。 ところで,も し,「 資本金勘定」

が,「 借入金勘定」 とおな じように,負 債を意味 して,資 本概念が負債概念

と別のものでない とした ら静態資本の観念はな くなる。 しか し,そ のばあい

も,損 益計算がお こなわれ,ま たその重要性がみ とめ られ るかぎ り,動 態資

本の観念は存在 し,機 能せ ざるをえないのである。つまり,仮 りに在高記録

には資本観念は不要であるとしても,損 益記録には資本観念,動 態資本観念

はおこなわれないではおかないのである。

資本観念はもともとまず静態資本観念として存在 したのであ り,現 代にお

いても,や は り,そ れは存在 し,機 能 しているのである。 資本 観 念 に お い

て,静 態資本 と動態資本 とが対照的に存在す るとみ とめることこそ,複 式簿

記の本質観である。

m

企業に対す る資本提供者の立場と債権者の立場 とはあき らかに ことなる。

い ま企業会計が問題になっているのであるが,企 業の立場か ら見ると,資 本

と負債 とは大いにことなる。企業は負債を一定の期 日に返済 しなけれぽな ら・

ないことは常識であ り,資 本の一定額をあ らか じめ了解 され てい る時 に,
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「返済」 しなければな らない とい うことはない。資本提供者 と債権者とは,

それぞれに自分の立場を知ってお り,他 のひとの資格とことなることを も充

分に知っている。

個人企業,す なわち単独あるいは数人の個人共同でお こな う企業において

は,営 業者は 自分の資金を企業経営のために投下 し,自 分で,あ るいは代理

者をもって,経 営をお こな う。 このぽあいには,所 有者 一経営者は企業にお

いて内部者であ り,債 権者は外部者である。資本 と負債 とは,一 方は内部者

のイ ンタレス トを,他 方は外部者のイソタレス トを意味するが,会 計項 目と

して 「資本」 と 「負債」とが ことなることは,所 有者 一経営者の 目か ら見て

も,債 権者の 目か らみても当然である。

法人企業である会社,こ とに株式会社においては,株 主は企業経営にとウ

て外部者である。 このばあには,重 要な関係者 として法人その ものがあ り,

経営の執行者 としての経営者す なわち取締役がある。個人企業であったな ら

ば,所 有者であるのであろ う株主が会計項 目としての 「資本」を見 る見かた

は,法 人企業のばあいにはあき らかに ことなる。会社が 「資本」を見る見か

たも,個 人企業のばあいは所有者 一経営者が 「資本」を見る見かたとちが う

のである。 この ことについては,な おのちに述べるが,個 人企業 と会社企業

を通 じて,「 資本」は利益の最終負担者であることが,「 負債」 との基本的

な相異の存するところであることは,ま ず強調されなけれぽな らないのであ

る。

利益の最終負担者とい う言葉はたしかに奇異であるが,反 転 して,損 失が

生 じた ときのその最終負担者であることと問題は共通である。さきにのべた

ように簿記的にそのようなかたちで記録がお こなわれ る とい うぼか りでな

く,そ の基礎として,制 度上,企 業の損益を究極的に負担す る実体がなけれ

ばな らず,そ れはつねに財産所有者である。それで,財 産所有老の所有権の

純額(netamount)の 計算記録が企業の利益 ・損失の一 計算のためには.

必要でないとして も,す くな くとも一 記録のためには欠 くことができない
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のである。

仮 りに,借 入金に対す る利息の支払が利益分配 として処理されたにせよ,

分配の対象 となる利益は借入金そのものの増大 として,経 営成績にしたが っ

て生ずるものではない。それは利益による資本の増大分の分配として しかお

こなわれえない。同時に,論 者が他のどのようなことを言お うとも,年 度利

益がないぼあいでも,借 入金利息については未 払 利 息 の債 務をまぬかれな

い。借入金利息が利益分配 として支払われ るとかんがえることは無意味であ

る。他方,資 本提供者への利益分配について,そ れを費用 としてあつか うこ

とは,そ れ 自体は,実 は,さ したる不都合はない。そのような費用をさしひ

いた後になおどれほどの損益があるか とい う損益計算は 「資本勘定」を親勘

定 としておこなわれ るのである。つ まり,利 息支払 と利益分配 とはそれほど

ちがわない として も,借 入金 と 「資本」 とは根本的にあい異なるのである。

もちろん,上 にのべた ことは,資 本提供者が利益の引出しあるいは分配を

受取ることについて,そ れを企業がわは費用 としてと りあつかい,し たが っ

て また,債 務 として とりあつか うべきであると言 うのでは決 してない。なに

よりも,そ のようなことは事実 としてお こなわれてお らず,現 在の制度を前

提 としてお こなわれえない。いずれにして も,損 益は企業の能力と危険 とを

表現す るもので,資 本提供者の受取る報酬が,制 度上,貸 付金利息とおなじ

よ うに確定債権であるな ら,現 在 とことなる前提に立つ ことになる。もっと

も,資 本提供者が企業経営に提供 した出資金は,そ れが貸付金とことなるか

ぎ り,返 済の約定はないであろ うか ら,企 業がわでは 「借入金」 と 「受入出

資金」 とを区別 しなけれぽな らない理由は存す る。強調され るべき点は,損

益計算がおこなわれ るが ぎ り,企 業が獲得する利益の計算において こそ資本

概念を必要 とす るとい うのがわれわれの思考方式になっていることである。

IV

貸借対照表貸方の表示す るところを 「持分」の種類であるとする説明は,
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主 として会社企業のぼあいを念頭にお くものであろ う。個 人 企 業 のばあい

に,貸 借対照表貸方の表示は負債 と所有者の出資の現在価値 とであ り,こ の

ぽあいでも,債 権者持分 と所有者持分 とい う観念が あ りうるか もしれない

が,企 業経営の資金源が借入金 と営業主の出資とのそれぞれい くば くか らな

っているかの表示 とい う意味ならば,そ のかぎ りでは 「持分」概念よりは,

「資本」 または 「資金」概念のほ うが適切であろ う。

個人企業のぼあいはともか くとして,会 社企業の貸借対照表において典型

的に 「持分」論が問題になる とおもわれ る。個人企業のぼあい所有者 一経営

者 とい う一人格であったものは,株 式会社のばあいには,会 社 と経営者と株

主の三人格にわかれ る。株主は,ま ず,経 営外部の人格とな り,財 務諸表と

い う報告書を作成す るがわでな くて,受 領す るがわである。それ と同時に,

株主ではなくて,会 社が企業経営のための諸財産の所有者であることはあき

らかである。株主の地位が,会 社財産の所有者ではな く,外 部の利害関係者

であるとい うことが,い ちお う債権者とな らんだ 「持分」保持老であるかの

ようにおもわせ ることにもなる。た しかに,負 債は債権者の 「持分」を,資

本は株主の 「持分」をあ らわす とい うことが,む しろ常識的であると言われ

るのであ る。

会計項 目の意味は,特 定の勘定計数あるいは財務諸表計数が どのような意

味をもつか とい うことにある。負債は,そ れだけの金額が将来,債 権老に返

済されなければな らないことを意味す る。もっとも,ま った く厳密には,債

権 としては将来,特 定のときに返済されるべき金額の現価(presentvalue)

が しめされ るべきであるが,一 般には,そ れほ ど厳密にはおこなわれていな

い。ただ,社 債の割引発行のばあいには,む しろそのよ うな厳格な価額づけ

がお こなわれ うるのである。負債一般は,将 来返済されなければな らない金

額が しめされ るところにその意味がある。この記録はだれの立場か らおこな

われよ うとも,そ の金額にかわ りがない。 もちろん,そ れが債権者のがわの

記録 としてお こなわれるときは,そ の帳簿において,債 務者であ る企業の借
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方勘定に,借 手の企業がわの記録においては債権者の貸方勘定にあ らわれる

ことについての差があ ることはい うまで もない。

資本が企業財産の所有権に関連す ることはどのばあいにもかわ りがない。

しか し,こ のぼあい 「資本」項 目の計数が所有権の価値,あ るいは財産の価

値をあ らわす とは早急に言いえない。 「資本勘定」の計数を所有権の価値 と

して,所 有者が所有権を,あ るいは全財産を手放す ときは,そ の価額で売却

しうる計数ではな く,ま た,そ の価額で譲渡しようと欲す る計数で もない。

さらに,通 常の会計記録は,そ の ような価額を計算 し表示する必要 もない。

継続企業(goingconcern)の 前提の意味がそ こに存す る。それで,資 本が

企業財産の所有権をあ らわす とい うのも,名 目的な意味の ものである。会計

は,所 有権の価値を計測す るために 「資本勘定」を保持す るのではな く,利

益の計測のため必要なもの として保持するのであ る。

か くて,「 資本勘定」は,静 態資本および動態資本を総合 して,企 業の利

益の計測のために必要な勘定であるとしてもちい られる。利益の獲得の記録

と,そ の企業外への分配の記録とにや くだつ とい うわけであるが,個 人企業

の会計において,後 者の,利 益の企業外への分配の記録にや くだつ とい う点

はずいぶん漠然 としている。個人企業においては,所 有 者 す なわち出資者

は,利 益ぼか りでな く出資金をも引出しうるので,引 出しうる限度の設定 と

い うことについて 「資本」項 目の記録は,ほ んとうは,や くだたないのであ

る。 もし,所 有者が企業か らその 「資本」項 目の計数の総額を引出 した とす

れば,そ の結果は,実 質的に.ち ょうど負債金額に相当す る資産だけがの こ

るとはかぎらず,そ れ以上あ るいは以下の価値の資産が残存することになる

であろ う。

それゆえ,企 栄財産に対す るだれかの請求権を意味 す る もの として 「負

債」および 「資本」の項 目をな らべてみることは,要 す るに,両 者はその性

格上つ りあわない表示になるのである。
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V

会計上の金額は,そ の特定の金額が現在および将来どの ような意味を有す

るか とい う事実に関連す る。多 くのばあい,金 額は過去の取引と関連 してい

ることは否定されるべ くもな く,負 債は,た いてい,過 去に借入れをお こな

った当時,受 取 った金額において記録されているであろ うが,特 定の貸借対

照表上の負債の意味は,将 来返済されるべき金 額 の 現価でなけれぽならな

い。このことは,す べてのばあいに,か な らず しも厳格にお こなわれてはい

ないが,資 産および負債,し たがって資本について も,理 論上,当 然に期待

され る。たとえば,売 掛金について,貸 倒れを見積 って減額するのは,将 来

回収され る金額でそれを表示す るためであ る。

個人企業における 「資本勘定」または営業主の人名勘定は,そ れに当期の

利 益の金額をふ りかえる以前の金額においても,そ の後の金額において も,

その特定の意味を理解することは容易ではない。それは営業主が資本を引揚

げ うる限度を しめした もの と見 られるか もしれないが,資 本の全額の引揚げ

は,継 続企業の前提に反 して,決 算会計が予想 しなければならない ことでは

ない。利益の引出しおよび資本の部分的引揚げは,有 りうることであるが,

その限度を しめす ことは事実上困難である。ただ,毎 期の利益を限度 として

のみ営業主は引出す ことができると了解 されているぽあいには～その年度利

益はいちおう特定の意味をもち うる。一 年度利益の静態資本 としての意味

については,こ のように言 うべきであるが,そ のほか,動 態資本 としての年

度利益の意味は大き く,企 業の年度の経営活動の結果を しめす ものであるこ

とはいうまで もない。

会社企業,こ とに株式会社企業においては,株 主は もはや会社の財産の所

有者ではな く,法 人である会社 自体が所有者である。法人が財産を所有す る

とい う擬制か ら,株 主が会社の財産の所有者であるとい う自然の状態にかえ

るのは会社の解散の ときであ り,継 続企業の前提のもとにおいては,株 主の
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出資金一 会社の法定資本 と法定準備金一 はいわば拘束された基金 として

恒久的に維持され る。わた くしは これを 「企業基金」 とよんでいる。 これに

ついては,平 常の状態において,株 主は,会 社に対 して格別の請求権を もた

ない。

会社会計上,企 業基金 と厳密に区別 して記録される留保利益一 利益剰余

金一 は株主に とっていっそ う身近なものである。 これは,制 度上,配 当可

能の金額であ り,株 主に とって請求権がある。 もっとも,株 主に とって 「配

当可能」であ るところの留保利益を現実の配当に もた らすためには,株 主総

会の議決がなければな らない し,会 社の財務政策上,利 益の内部留保を大い

に望 ましいもの とす るであろうか ら,株 主 も留保利益の全部の現実の払出し

を受けることをか ならず しも期待しないであろ う。しか し,留 保利益が,そ

の意味で,株 主の 「持分」に属す ることはあき らかである。

株式会社の貸借対照表上,資 本の部の合計金額を一つに して,そ の意味を

かんがえることは,純 財産 とい うことより以上に積極的に規定できない。そ

れ全体を株主持分であるとす ることは,継 続企業の前提の もとにおいては,

ほとんど無意味であ る。会社においては,個 人企業の所有者 一経営者は,株

主 ・会社 ・経営者の三人格に分れるとい うことはすでに述べたところであ る

が,企 業基金はいわば会社の 「持分」であ り,留 保利益は株主の 「持分」で

ある。 「持分」 とい う言葉の国語 としての表象は,一 つの計数を数個の請求

権に分割するばあいのそれぞれの割当て分を意味するであろ う。このばあい

は,純 財産の計数は,究 極的に,一 部は企業 自体のもの,他 の一部は株主の

ものであるとい うことを意味す る。

留保利益について これを株主持分であ るとい うことは,「 持分」 とい う語

の用語については比較的適切である。企業の負債を 「債権者持分」 と称する

ことは,そ れを単純に 「負債」 とか 「債務」 とか称することに くらべて,す

こしも事の本質の究 明を進めた結果の表現にな らない。企業基金についてそ

れを 「企業自体の持分」 とい うことは,純 財産の金額を二つの 「持分」に分
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割するとい うことでは,い ちお うの意味があ るが,企 業基金は 「企業基金」

と規定するだけで充分で,会 社が自分の財産の一部に 「持分」があとい うこ

とは事態を明白にす る命題でなく,む しろ不明確にす るものである。

会社は,株 主や債権者 など外部の利害関係者に対 して,一 定金額の財産を

企業基金 または基本財産 として維持 してゆ くことを,制 度上,義 務づけ られ

ている。外部に対して維持を宣言 している資 本金 額 に つ い て,会 社 自身の

「持分」 とい うのは,適 切 な国語ではない。なお,企 業基金のほ うを株主持

分 として,留 保利益を企業 自体の 「持分」であると規定す る論者があるが,

これは,株 式の払込みを うけ ることを企業が債務を負担 したのとおな じよう

に見 る立場か ら出たものと解され る。企業基金は,企 業がその基礎において

縮小 されるとい う,正 常で ないばあいを除いて,株 主の請求権の対象 とはな

りえない。一方,留 保利益は,も ちろん企業基金の金額 とあわせて,負 債に

拘束され ない財産部分一 これ らの考察を通 じて,貸 借対照表の貸方部分 と

借方部分との拘束関係は,金 額についての総計上の照応をい うのである一

であるとい う意味では,企 業財産の正味額を代表するはずではあるが,株 主

への配当可能額 とい うことか ら,法 定資本および法定準備金に比 して,会 社

自身が運用す るについて,恒 久性の資金であるとい う点では企業基金に一段

おとるのであ る。

'

M

「会計主体論」 といわれている論議がなにを対象 としているかを,わ た く

しはかな らず しも充分に理解できない。それは,会 計対象論では ないであろ

う。会計の対象は,企 業の財産一 資産 と負債,し たがって資本一 である

として もよいであろ うし,企 業の獲得する期間利益であるとい ってもよいで

あろ う。利益は,具 体的には,財 産の増加であ り,同 時に資本の増加である

か ら,い ずれの命題 も事実上かわ りないであろ う。また,財 産の範囲が一企

業の所有財産であることもい うまでもない ことで,会 計 単 位(accounting
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unit)会 計実体(aCcOuntingentity)に つ い て の 考 察はそれに連続 した問

題である。

会計はだれの立場でおこなわれ るかの設問についても,こ れを 「持分」論

と切離すべきである。か りに会社の会計について,そ れを株主の立場か ら見

た ものであるとす る立場 と,会 社 自体の立場か ら見たものであるとす る立場

とが対立的にあるとす ると,そ の差異のゆえに,純 財産お よびそれの構成部

分についての会計項 目の本質の見方がかわるであろ うか。た とえぽ,会 社会

計は株主の立場において処理され るとい う理論一 これを株主主体説とよぶ

として一 に よれば,法 定資本 も,資 本 ・利益両剰余金 も株 主 持 分を意味

し,会 社 会 計 は会社 自体の立場においておこなわれるとい う理論一 そ し

て,こ れを会社主体説 とよぶ として一 に よれば,純 財産項 目およびその構

成部分の全部あるいは或る部分には,会 社持分あるいは企業 自体の持分が存

す ることを意味す ることになるであろ うか。 これは複雑な問題 となるよ うに

見えるかもしれないが,問 題設定が正 しい立場でおこなわれているとはお も

われ ない。

もともと会社企業において,企 業財産の所有および収益 目的のためのその

運用については,法 制上の規定があ り,会 計はそれに したが ってなされ る。

諸利害関係者および関係諸人格一 業務執行者および監査人をふ くむ一 の

相互の職能および利害の調整の上に立って存在す る会社の会計は,私 見に よ

れぽ,経 営者の立場においてなされ,財 務諸表は経営者の 「責 任 の 報 告」

(repor七 〇faccountabili七y)で あ る。それは会社の立場 と言 って もよいか も

しれないが,そ れに加えて,経 営者一 業務執行取締役一 の業務執行成果

の報告 とい う意味がある。その立場がそれほど個人的 ・特殊的ではないとお

も うが,と にか く財務諸表は特定の経営者が特定の方法で経営 した結果の財

政状態 と年度損益 との報告であると言 うことに誤 りはない。設備資産減価償

却 の,償 却期間をふ くめて,償 却方法に経営者の経営方針の一端が大き く影

響 していることを見て も,会 社会計の処理が経営者の立場においておこなわ
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れ ると解することが妥当である。 このよ うに見 ることは,会 社会計は会社主

体説の立場 とか,株 主主体説の立場 とかにおいてお こなわれ ると解するより

も明 らかに適切であろう。

要約す ると,会 社会計は,い わば経営者主体においておこなわれ,純 財産

についての貸借対照表報告においては,企 業基金 として経営者に保障された

基本財産と,株 主に将来いつでも分配の可能性がのこされ てい る株 主 「持

分」 とにわけてお こなわれると見るべきであることを,本 稿において述べた

の である。




